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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

  提出会社の状況 

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益は、当社の関係会社は非連結子会社１社及び持分法非適用関連会社１社で

あるため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。 

回次 第59期中 第60期中 第61期中 第59期 第60期 

会計期間 

自平成15年 
 ４月１日 
至平成15年 
 ９月30日 

自平成16年 
 ４月１日 
至平成16年 
 ９月30日 

自平成17年 
 ４月１日 
至平成17年 
 ９月30日 

自平成15年 
 ４月１日 
至平成16年 
 ３月31日 

自平成16年 
 ４月１日 
至平成17年 
 ３月31日 

売上高（千円） 3,021,195 3,214,486 3,390,741 6,678,446 6,728,691 

経常利益（千円） 129,087 104,965 118,375 466,755 359,973 

中間(当期)純利益（千円） 75,521 52,808 58,012 213,019 211,051 

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 1,757,500 1,757,500 1,757,500 1,757,500 1,757,500 

発行済株式総数（千株） 8,625 8,625 8,625 8,625 8,625 

純資産額（千円） 7,814,406 8,052,561 8,361,640 8,095,159 8,292,667 

総資産額（千円） 10,073,805 10,215,134 10,662,061 10,088,374 11,149,001 

１株当たり純資産額（円） 927.90 956.98 994.77 959.27 984.02 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
8.97 6.27 6.90 22.92 22.99 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり中間（年間）配当額

（円） 
－ － － 7.5 7.5 

自己資本比率（％） 77.6 78.8 78.4 80.2 74.4 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
710,025 641,949 44,323 952,542 1,006,563 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
△615,688 △109,063 △692,579 △474,102 △307,602 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
△113,796 △114,708 △120,836 △165,122 32,225 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円） 
1,328,710 2,079,665 1,623,601 1,661,487 2,392,677 

従業員数（人） 186 184 183 184 183 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容について、重要な変更はありま

 せん。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、当社の関係会社は非連結子会社１社及び持分法非適用関連会社１社であるため、記載すべ

 き事項はありません。 

４【従業員の状況】 

（1）提出会社の状況 

（2）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 183 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（1）業績 

当中間会計期間におけるわが国の経済は、企業収益の改善を背景として設備投資が増加し、雇用情勢の改善から

個人消費も底堅く推移するなど、景気は緩やかな回復を続けてまいりました。しかしながら、原油価格の高騰は継

続しており、更なる原燃料価格上昇の懸念もあり、その動向には注視が必要な状況であります。 

 化学業界におきましては、国内外の需要は堅調に推移したものの原油価格の高騰により、基礎原料やナフサ関連

原料及び燃料価格が上昇し、コスト負担は増加しております。国際競争の激化と合わせ、経営環境は厳しい状況が

継続しております。 

 このような状況のもと、当社は、事業構造の変革と高利益体質への転換を目指して、既存事業の拡大と新しい事

業領域への展開に向け積極的に取り組んでまいりました。 

 組織面では、平成17年４月に機構改正を行い、再構築した中期経営計画の実効性を高める組織体制に改革いたし

ました。マーケット、開発、生産部門の一元化により競争優位性を高めるとともに、知財立社の実現に向け取り組

んでまいりました。 

 また、研究所を中心として社外の研究機関との連携を深めることに努め、幅広い情報収集と技術の習得を通じ、

既存事業拡大及び新規分野開拓の研究に注力してまいりました。 

 生産部門におきましては、平成17年２月に着工した医薬生産設備建設の進捗に合わせ、平成17年度後半の稼動に

向けた準備に着手いたしました。将来を見据えた対応を行うとともに、経費削減、生産効率向上及び品質、環境、

安全を保証した供給体制の整備にも取り組んでまいりました。 

 この結果、当中間会計期間の売上高は3,390百万円となり、前年同期に比べ176百万円、5.5％増加いたしまし

た。利益面におきましては、経常利益は118百万円となり、前年同期に比べ13百万円、12.8％増加いたしました。

中間純利益は58百万円となり、前年同期に比べ5百万円、9.9％増加いたしました。 

  

 品目別の当中間会計期間の売上高の状況は、次のとおりであります。 

＜難燃剤＞   ＩＴ関連分野の在庫調整が一巡したことに伴い、主力のプラスチック用難燃剤の需要も回復し 

        てまいりましたが、競争激化等の影響を受けた製品もあり、全体として前年同期を下回る状況で 

        推移いたしました。 

         その結果、売上高は1,186百万円となり、前年同期に比べ24百万円、2.0％減少いたしました。 

  

＜無機臭化物＞ 写真用薬品がデジタル化の影響で低調に推移したものの、その他工業薬品が増加いたしました。 

         その結果、売上高は278百万円となり、前年同期に比べ6百万円、2.3％増加いたしました。 

  

＜有機薬品＞  写真用薬品がデジタル化の影響を受け減少したものの、ヨウ素関連製品及び電子材料分野の製 

        品がＩＴ関連分野の動向に伴い、好調に推移いたしました。 

         その結果、売上高は1,103百万円となり、前年同期に比べ123百万円、12.6％増加いたしました。 

         

＜一般無機物＞ 当社が関わる医薬用関連製品市場に減少傾向がある中、既存製品の拡販に積極的に取り組んで 

        まいりました。 

         その結果、売上高は806百万円となり、前年同期に比べ69百万円、9.4％増加いたしました。 



（2）キャッシュ・フロー 

  当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の中間会計期間末残高は、1,623百万円と

 なり、平成17年３月期末に比べ769百万円減少いたしました。 

  当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）  

  営業活動の結果得られた資金は、前年同期に比べ597百万円減少し44百万円となりました。これは主に、売上

 債権の減少額が前年同期より減少したこと及び仕入債務の減少によるものであります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果使用した資金は、前年同期に比べ583百万円増加し692百万円となりました。これは主に、有 

 形固定資産の取得による支出の増加によるものであります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果使用した資金は、前年同期に比べ6百万円増加し120百万円となりました。これは主に、長期 

 借入金の返済による支出の増加によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

（1）生産実績 

 （注） 記載金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

（2）商品仕入実績 

 （注） 記載金額は仕入価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

（3）受注状況 

  当社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

区分 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

難燃剤（千円） 1,143,575 103.9 

無機臭化物（千円） 217,067 93.1 

有機薬品（千円） 994,286 92.5 

一般無機物（千円） 564,825 102.4 

その他（千円） 5,002 195.5 

合計（千円） 2,924,756 98.7 

区分 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

難燃剤（千円） 90,276 78.6  

無機臭化物（千円） 54,063 137.0  

有機薬品（千円） 27,921 64.5  

一般無機物（千円） 209,586 121.8  

その他（千円） 8,776 90.3  

合計（千円） 390,625 103.0  



（4）販売実績 

 （注）  記載金額には消費税等は含まれておりません。  

（5）主要顧客別売上状況 

  前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次

 のとおりであります。 

 （注） 記載金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

区分 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 前年同期比（％） 

製品（千円） 商品（千円） 合計（千円） 

難燃剤 1,070,724 115,507 1,186,231 98.0  

無機臭化物 208,345 70,620 278,966 102.3  

有機薬品 1,070,425 33,401 1,103,826 112.6  

一般無機物 584,859 221,571 806,430 109.4  

その他 4,857 10,428 15,285 115.4  

合計 2,939,212 451,529 3,390,741 105.5  

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
    至 平成17年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

中尾薬品株式会社 580,513 18.1 660,371 19.5 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 なお、前事業年度末に掲げた課題については、当中間会計期間において、次のように対処しております。 

 再構築した中期経営計画を推進して、活力ある企業風土を醸成し、将来に向け更なる総合力発揮への取り組みを行

うとともに、事業戦略においては、既存事業の拡大と新しい事業領域への展開を中心とした事業構造の変革に積極的

に取り組んでおります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 



５【研究開発活動】 

 当社は、各事業部に研究開発機能を有しており、各事業部が各担当分野において必要とされる新技術、新素材の研

究開発に積極的に取り組んでおります。また、研究所は各事業部へのシーズ発信及び新技術、新素材の研究を行って

おります。長年培ってきたハロゲン化技術及びその生成物を利用する脱ハロゲン化技術を中心に、他の有機合成技術

を組み合わせ、駆使することにより、他社にない高付加価値素材の創出、提供を目指した幅広い研究開発を行ってお

ります。 

 産学官との連携も深め、実用化へ向けた各種「研究会」への参加、大学との共同研究を進めております。 

 当中間会計期間の研究開発費総額は217百万円であります。なお、研究開発分野が基礎研究から応用開発に至るま

で多種多様にわたるため、品目別の金額表示は困難でありますが、当中間会計期間の研究開発活動の主な内容は以下

のとおりであります。 

（1）医薬原体及び中間体 

治験薬ＧＭＰの体制下、共同開発に基づいた治験原薬の開発を着実に推進しております。また、複数の医薬中間

体の開発も積極的に進めております。 

（2）無機薬品 

「医療用途向け無機塩化物の川下化製品」の開発活動を引き続き活発に行ってまいりました。また、新規事業の

展開として、機能性食品の商品企画、開発及びマーケティング活動も継続して行っております。 

（3）情報記録材料の中間体及び写真感光材料 

情報記録材料分野において、新しい中間体の開発を行い、工業化を進めてまいりました。また、自社技術の拡大

にも取り組み、新規にヨウ素化合物の開発を進めております。 

（4）機能性材料中間体 

電子材料及び構造材料向けの高機能素材の用途開発・工業化の検討を進めております。特に、優れた耐熱性を目

指して、モノマー開発からはじめ、その具体的な展開としてデジタル家電、液晶表示材、携帯電話などを対象とし

た、電子部品材料や絶縁材料などの部材開発に取り組んでおり、そのための開発試作設備の導入を進めて、より積

極的に開発を促進しております。 

（5）難燃剤 

年々高度化するマーケットの要求に応えるため、長年培った当社のあらゆる技術を駆使した開発と工業化を推進

するとともに、既存製品の生産技術につきましても弛まぬ改善を続けております。 

（6）研究所 

機能性材料中間体の新規化合物の用途開発及び工業化検討を進めております。 

 平成13年度補正即効型地域新生コンソーシアム研究開発事業「フォスタグ技術の開発」研究を行い、フォスタグ

－コンソーシアム［広島大学小池教授、（株）ナード研究所、マナック（株）］として、フォスタグ誘導体を平成

15年度に上市しております。また、フォスタグ研究関連が、平成15年度から３年間、独立行政法人新エネルギー・

産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）バイオ・ＩＴ融合機器開発プロジェクト研究に採択され、研究助成を受けてお

ります。 

 昨年度に引き続き、平成17年度地域新生コンソーシアム研究開発事業に「ポリ乳酸射出成形による自動車モジュ

ール部品の新規開発」が採択され、当社担当分野について研究委託を受けております。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、改修等について重要な変更はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

（注）株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる旨を定款に定めております。 

②【発行済株式】 

（2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

（3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 23,200,000 

計 23,200,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月15日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 8,625,000  同左 
東京証券取引所 

市場第二部 
－ 

計 8,625,000  同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年４月１日  

 ～ 

平成17年９月30日  

－ 8,625,000 － 1,757,500 － 1,947,850 



（4）【大株主の状況】 

（注） 上記のほか、当社保有の自己株式が219千株あります。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

東ソー株式会社 東京都港区芝三丁目８番２号 1,230 14.26 

財団法人松永育英奨学会 広島県福山市西町二丁目10番１号 916 10.62 

三菱製紙販売株式会社 東京都中央区京橋二丁目６番４号 607 7.04 

株式会社広島銀行 広島市中区紙屋町一丁目３番８号 322 3.74 

株式会社もみじ銀行 広島市中区胡町１番24号 291 3.37 

杉之原 祥二 広島県福山市木之庄町五丁目18番49号 237 2.75 

マナック社員持株会 広島県福山市西町二丁目10番１号 172 2.01 

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 161 1.87 

ロンバード オーデイエ ダリエ 

ヘンチ アンド シー 

（常任代理人 株式会社東京三

菱銀行カストデイ業務部） 

11，RUE DE LA CORRATERIE-CH-1211  

GENEVA SWITZERLAND 

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１

号） 

157 1.82 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 148 1.72 

計 － 4,243 49.20 



（5）【議決権の状況】 

 ①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

②【自己株式等】 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  219,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,251,000 8,251 － 

単元未満株式 普通株式  155,000 － 
一単元（1,000株） 

未満の株式 

発行済株式総数 8,625,000 － － 

総株主の議決権 － 8,251 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

マナック株式会社 
広島県福山市西町二

丁目10番１号 
219,000 － 219,000 2.54 

計 － 219,000 － 219,000 2.54 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

役員の異動 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 580 577 561 588 600 610 

最低（円） 570 547 520 520 520 567 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役（非常勤）  － 取締役 
ファインケミカル

事業部長 
 佐藤 泰夫 平成17年９月22日

取締役（非常勤）  － 取締役 難燃剤事業部長  高丸 芳典 平成17年９月22日

取締役（非常勤）  － 取締役 
ヘルスサポート事

業部長 
 山本 征一郎 平成17年９月22日

代表取締役専務  

社長補佐兼ファイ

ンケミカル事業部

長 

代表取締役専務 社長補佐  杉之原 祥二 平成17年10月21日

取締役 

ヨード事業推進本

部長兼ヘルスサポ

ート事業部長 

取締役 
ヨード事業推進本

部長 
 村田 耕也 平成17年10月21日



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30

日）及び当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）の中間財務諸表について、監査法人トー

マツにより中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程

度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準       0.92％ 

売上高基準     0.09％ 

利益基準     △0.39％ 

利益剰余金基準   2.00％ 



【中間財務諸表等】 

（1）【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金  1,749,233   1,313,196   2,062,210   

２ 受取手形  638,247   687,274   672,960   

３ 売掛金  1,855,164   1,927,409   2,004,134   

４ 有価証券  330,431   340,405   330,467   

５ たな卸資産  1,408,162   1,556,209   1,408,848   

６ 繰延税金資産  66,932   88,288   102,055   

７ その他  92,824   35,399   56,920   

貸倒引当金  △2,524   △2,389   △2,538   

流動資産合計   6,138,473 60.1  5,945,794 55.8  6,635,059 59.5 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１          

（1）建物 ※２ 598,518   568,845   592,956   

（2）機械及び装置 ※２ 1,218,967   1,015,980   1,100,956   

（3）土地 ※２ 827,763   827,763   827,763   

（4）建設仮勘定   －   575,605   465,249   

（5）その他 ※２ 308,598   246,995   264,363   

        計  2,953,847   3,235,190   3,251,287   

２ 無形固定資産  14,611   11,383   12,962   

３ 投資その他の資産           

（1）投資有価証券  907,419   1,273,650   1,054,891   

（2）繰延税金資産  7,923   －   －   

（3）その他  192,858   196,042   194,799   

    計  1,108,202   1,469,692   1,249,691   

固定資産合計   4,076,661 39.9  4,716,266 44.2  4,513,941 40.5 

資産合計   10,215,134 100.0  10,662,061 100.0  11,149,001 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形  78,195   100,875   85,256   

２ 買掛金  984,367   953,823   1,002,795   

３ 短期借入金 ※２ 85,000   70,000   95,000   

４ 未払金  406,764   305,367   744,475   

５ 未払法人税等  32,956   38,841   130,456   

６ 賞与引当金  121,275   129,350   129,350   

７ 設備支払手形  28,983   39,729   36,613   

８ その他 ※３ 85,356   73,291   83,060   

流動負債合計   1,822,898 17.9  1,711,280 16.1  2,307,007 20.7 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※２ 75,000   185,000   215,000   

２ 退職給付引当金  178,697   195,206   187,604   

３ 役員退職慰労引当
金  85,977   99,816   95,305   

４ 繰延税金負債  －   109,117   51,416   

固定負債合計   339,675 3.3  589,140 5.5  549,325 4.9 

負債合計   2,162,573 21.2  2,300,420 21.6  2,856,333 25.6 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,757,500 17.2  1,757,500 16.5  1,757,500 15.8 

Ⅱ 資本剰余金           

  資本準備金  1,947,850   1,947,850   1,947,850   

  資本剰余金合計   1,947,850 19.1  1,947,850 18.3  1,947,850 17.5 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金  149,651   149,651   149,651   

２ 任意積立金  3,801,116   3,914,847   3,801,116   

３ 中間（当期）未処
分利益  322,057   343,911   480,300   

 利益剰余金合計   4,272,824 41.8  4,408,409 41.3  4,431,067 39.7 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   147,203 1.4  325,868 3.0  232,037 2.1 

Ⅴ 自己株式   △72,817 △0.7  △77,986 △0.7  △75,787 △0.7 

資本合計   8,052,561 78.8  8,361,640 78.4  8,292,667 74.4 

負債資本合計   10,215,134 100.0  10,662,061 100.0  11,149,001 100.0 

           



② 【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   3,214,486 100.0  3,390,741 100.0  6,728,691 100.0 

Ⅱ 売上原価   2,479,730 77.1  2,600,358 76.7  5,148,855 76.5 

売上総利益   734,755 22.9  790,383 23.3  1,579,835 23.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   631,998 19.7  699,456 20.6  1,293,836 19.2 

営業利益   102,757 3.2  90,926 2.7  285,999 4.3 

Ⅳ 営業外収益 ※２  34,060 1.1  37,388 1.1  161,892 2.3 

Ⅴ 営業外費用 ※３  31,851 1.0  9,939 0.3  87,919 1.3 

経常利益   104,965 3.3  118,375 3.5  359,973 5.3 

Ⅵ 特別利益    284 0.0  149 0.0  1,369 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※４  12,222 0.4  19,871 0.6  17,879 0.2 

税引前中間（当期）
純利益   93,027 2.9  98,653 2.9  343,463 5.1 

法人税、住民税及び
事業税  27,151   33,039   152,871   

法人税等調整額  13,067 40,219 1.3 7,601 40,641 1.2 △20,459 132,412 2.0 

中間（当期）純利益   52,808 1.6  58,012 1.7  211,051 3.1 

前期繰越利益   269,249   285,898   269,249  

中間（当期）未処分
利益   322,057   343,911   480,300  

           



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 前中間会計期間 
  
  

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
  
  

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー  

 計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ 
シュ・フロー 

    

税引前中間（当期）純
利益 

 93,027 98,653 343,463 

減価償却費  216,865 192,211 458,970 

貸倒引当金の減少額  △284 △149 △270 

賞与引当金の増加額
（△減少額） 

 △3,760 － 4,315 

退職給付引当金の増加
額 

 5,118 7,601 14,025 

役員退職慰労引当金の
増加額（△減少額） 

 △6,870 4,511 2,457 

受取利息及び受取配当
金 

 △6,767 △7,527 △9,586 

支払利息  1,169 1,493 2,062 

為替差益  △0 △16 － 

為替差損  － － △3 

補助金収入  △16,614 △15,796 △46,300 

固定資産売却益  － － △1,098 

固定資産売却損  － 54 － 

固定資産処分損  11,669 2,653 17,325 

投資有価証券評価損  553 － 553 

売上債権の減少額  476,357 62,410 292,675 

たな卸資産の増加額  △190,585 △147,361 △191,271 

その他資産の減少額
（△増加額） 

 △39,567 19,944 △5,472 

仕入債務の増加額 
（△減少額） 

 200,244 △33,351 225,733 

その他負債の減少額  △13,180 △20,703 △18,632 

役員賞与の支払額  △20,000 △17,600 △20,000 

小計  707,376 147,028 1,068,945 

 



  

 前中間会計期間 
  
  

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
  
  

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー  

 計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

利息及び配当金の受取
額 

 6,750 7,545 9,600 

補助金の受取額  16,614 15,796 46,300 

利息の支払額  △1,064 △1,393 △2,337 

法人税等の支払額  △87,726 △124,654 △115,945 

営業活動によるキャッ 
シュ・フロー 

 641,949 44,323 1,006,563 

Ⅱ 投資活動によるキャッ 
シュ・フロー 

    

有価証券の取得による
支出 

 － △30,000 － 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △98,372 △601,521 △294,354 

有形固定資産の売却に
よる収入 

 － 3 2,336 

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △10,691 △61,060 △15,584 

投資活動によるキャッ 
シュ・フロー 

 △109,063 △692,579 △307,602 

Ⅲ 財務活動によるキャッ 
シュ・フロー 

    

長期借入金の借入れに
よる収入 

 － － 200,000 

長期借入金の返済によ
る支出 

 △50,000 △55,000 △100,000 

自己株式の取得による
支出 

 △1,717 △2,199 △4,687 

配当金の支払額  △62,991 △63,637 △63,086 

財務活動によるキャッ 
シュ・フロー 

 △114,708 △120,836 32,225 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 0 16 3 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額（△減少額） 

 418,177 △769,075 731,190 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 1,661,487 2,392,677 1,661,487 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高 

 ※ 2,079,665 1,623,601 2,392,677 

     



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

（1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を

採用しております。 

（1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

（1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算出）を採用しております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

（時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算出）

を採用しております。 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法を 

 採用しております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 （2）たな卸資産 

商品、製品 

 月次総平均法による低価法

を採用しております。 

（2）たな卸資産 

商品、製品 

同左 

（2）たな卸資産 

商品、製品 

同左 

 原材料、仕掛品 

 月次総平均法による原価法

を採用しております。 

原材料、仕掛品 

同左 

原材料、仕掛品 

同左 

 貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価

法を採用しております。 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

（1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物(建物

附属設備を除く)については定額

法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物   25～50年 

 機械装置   ７年 

（1）有形固定資産 

同左 

（1）有形固定資産 

同左 

 （2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

（2）無形固定資産 

同左 

（2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般の債権について

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

（1）貸倒引当金 

同左 

（1）貸倒引当金 

同左 

 （2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額のうち当中間

会計期間の負担額を計上してお

ります。 

（2）賞与引当金 

同左 

（2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額のうち当期の

負担額を計上しております。 

 （3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

（3）退職給付引当金 

同左 

（3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

 （4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間会

計期間末要支給額を計上してお

ります。 

（4）役員退職慰労引当金 

同左 

（4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法 

為替予約が付されている外貨建

買掛金について振当処理を行っ

ております。 

（1）ヘッジ会計の方法 

同左 

（1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 （2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…為替予約取引 

 ヘッジ対象…外貨建仕入債務 

       及び外貨建予定 

       取引 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 （3）ヘッジ方針 

 デリバティブ取引は、リスク

ヘッジ目的のみで使用すること

とし、投機的な取引は行わない

方針としております。 

（3）ヘッジ方針 

同左 

（3）ヘッジ方針 

同左 

 （4）ヘッジ有効性評価の方法  

 為替予約は振当処理を行って

いるため、その判定をもって有

効性の評価に代えております。 

（4）ヘッジ有効性評価の方法  

同左 

（4）ヘッジ有効性評価の方法  

同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 中間キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引

き出し可能な現金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３か月以内に

償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

同左  キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出

し可能な現金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わな

い取得日から３か月以内に償還

期限の到来する短期投資からな

っております。 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

（1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

（1）消費税等の会計処理 

同左 

（1）消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号平成15年10

月31日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

────── 



表示方法の変更  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

────── 

  

（中間貸借対照表） 

 「建設仮勘定」は、前中間期まで、有形固定資産の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間会計

期間末において資産の総額の100分の５を超えたため区分

掲記いたしました。 

 なお、前中間会計期間末の「建設仮勘定」の金額は

48,928千円であります。 



追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（法人事業税における外形標準課税部

分の中間損益計算書上の表示方法） 

 「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（企業会計基準委員

会実務対応報告第12号）が公表された

ことに伴い、当中間会計期間から同実

務対応報告に基づき、法人事業税の付

加価値割及び資本割6,323千円を販売

費及び一般管理費として処理しており

ます。 

 ───── 

  

（法人事業税における外形標準課税部

分の損益計算書上の表示方法） 

 「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（企業会計基準委員

会実務対応報告第12号）が公表された

ことに伴い、当事業年度から同実務対

応報告に基づき、法人事業税の付加価

値割及び資本割13,793千円を販売費及

び一般管理費の「租税公課」で処理し

ております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

8,148,014千円     

 

 

 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

8,496,171千円 

 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

         8,332,205千円 

 ※２ 担保提供資産及び対応債務 

    

建物 82,590千円 

機械及び装置 9,942千円 

土地 469,763千円 

その他 8,184千円 

計 570,480千円 

 ※２ 担保提供資産及び対応債務 

担保提供資産   

建物 75,236千円 

機械及び装置 9,835千円 

土地 469,763千円 

その他 7,808千円 

計 562,644千円 

 ※２ 担保提供資産及び対応債務 

担保提供資産   

建物 77,533千円 

機械及び装置 9,835千円 

土地 469,763千円 

その他 7,990千円 

計 565,123千円 

上記に対応する債務 

短期借入金 85,000千円 

長期借入金 75,000千円 

上記に対応する債務 

短期借入金 70,000千円 

長期借入金 185,000千円 

上記に対応する債務 

短期借入金 95,000千円 

長期借入金 215,000千円 

上記のうち財団抵当に供されている有形固定

資産 

上記のうち財団抵当に供されている有形固定

資産 

上記のうち財団抵当に供されている有形固定

資産 

533,137千円 525,404千円 527,859千円 

これに対応する債務はありません。 これに対応する債務はありません。 これに対応する債務はありません。 

 ※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等と仮受消費税等とは相殺のう

え、流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。 

 ※３ 消費税等の取扱い 

同左 

 ※３ 消費税等の取扱い 

───── 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 １ 減価償却実施額 

有形固定資産 215,000千円

無形固定資産 1,648千円

 １ 減価償却実施額 

有形固定資産 190,415千円

無形固定資産 1,578千円

 １ 減価償却実施額 

有形固定資産 455,239千円

無形固定資産 3,297千円

 ※２ 営業外収益の主要項目 

受取利息 329千円

受取配当金 6,437千円

国庫補助金収入 16,614千円

 ※２ 営業外収益の主要項目 

受取利息 267千円

受取配当金 7,260千円

国庫補助金収入 15,796千円

 ※２ 営業外収益の主要項目 

受取利息 628千円

受取配当金 8,958千円

国庫補助金収入 46,300千円

研究開発補助金収

入 

61,904千円

 ※３ 営業外費用の主要項目 

支払利息 1,169千円

損害賠償金 29,144千円

 ※３ 営業外費用の主要項目 

支払利息 1,493千円

 ※３ 営業外費用の主要項目 

支払利息 2,062千円

たな卸資産評価損 47,750千円

 ※４ 特別損失の主要項目 

固定資産処分損 11,669千円

 ※４ 特別損失の主要項目 

裁判費用 17,162千円

 ※４ 特別損失の主要項目 

固定資産処分損 17,325千円



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間会計 

 期間末残高と中間貸借対照表に掲 

 記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間会計 

 期間末残高と中間貸借対照表に掲 

 記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高 

 と貸借対照表に掲記されている科 

 目の金額との関係 

 （平成16年９月30日現在） 

 （千円） 

現金及び預金勘定   1,749,233

有価証券勘定   330,431

現金及び現金同等物  2,079,665

 （平成17年９月30日現在） 

 （千円） 

現金及び預金勘定   1,313,196

有価証券勘定   340,405

計   1,653,601

償還期限が３か月を
超える有価証券 

  △30,000

現金及び現金同等物  1,623,601

 （平成17年３月31日現在） 

 （千円） 

現金及び預金勘定   2,062,210

有価証券勘定   330,467

現金及び現金同等物  2,392,677



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  リース物件の所有権が借主に移転すると 

 認められるもの以外のファイナンス・リー 

 ス取引 

  リース物件の所有権が借主に移転すると 

 認められるもの以外のファイナンス・リー 

 ス取引 

  リース物件の所有権が借主に移転すると 

 認められるもの以外のファイナンス・リー 

 ス取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償 

  却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

  

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

工具・器具
及び備品 

76,962 39,138 37,824 

合計 76,962 39,138 37,824 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償 

  却累計額相当額、減損損失累計額相当額 

  及び中間期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

工具・器具
及び備品 

46,654 20,163 26,490

合計 46,654 20,163 26,490

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償 

  却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

工具・器具
及び備品 

77,900 44,280 33,619

合計 77,900 44,280 33,619

（2）未経過リース料中間期末残高相当額 

  

１年内 15,393千円 

１年超 22,574千円 

合計 37,967千円 

（2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

   未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 9,330千円

１年超 17,160千円

合計 26,490千円

（2）未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 11,864千円

１年超 21,825千円

合計 33,689千円

（注） 取得価額相当額及び未経過リース料 

     中間期末残高相当額は、未経過リース 

     料中間期末残高が有形固定資産の中間 

     期末残高等に占める割合が低いため、 

     支払利子込み法により算定しておりま 

     す。 

同左 （注） 取得価額相当額及び未経過リース料 

     期末残高相当額は、未経過リース料期 

     末残高が有形固定資産の期末残高等に 

     占める割合が低いため、支払利子込み 

     により算定しております。 

（3）支払リース料及び減価償却費相当額 

  

支払リース料 8,564千円 

減価償却費相当額 8,564千円 

（3）支払リース料、リース資産減損勘定の 

  取崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 7,199千円

減価償却費相当額 7,199千円

（3）支払リース料及び減価償却費相当額 

  

支払リース料 17,203千円

減価償却費相当額 17,203千円

（4）減価償却費相当額の算定方法  

    リース期間を耐用年数とし、残存価額 

  を零とする定額法によっております。 

（4）減価償却費相当額の算定方法  

同左 

  

  

(減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま 

 せん。  

（4）減価償却費相当額の算定方法  

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間貸借対照表計上額 

当中間会計期間末（平成17年９月30日） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間貸借対照表計上額 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 623,021 863,515 240,493 

(2)その他 10,000 16,908 6,908 

合計 633,021 880,423 247,401 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

(1)子会社株式 11,050 

(2)関連会社株式  4,500 

(3)その他有価証券  

ＭＭＦ等 330,431 

非上場株式（店頭売買株式除く） 11,446 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 688,976 1,227,345 538,369 

(2)その他 10,000 19,308 9,308 

合計 698,976 1,246,653 547,677 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

(1)子会社株式 11,050 

(2)関連会社株式  4,500 

(3)その他有価証券  

ＭＭＦ等 310,405 

非上場株式 11,446 

その他 30,000 



前事業年度末（平成17年３月31日） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額 

 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 627,915 1,011,423 383,508 

(2)その他 10,000 16,471 6,471 

合計 637,915 1,027,894 389,979 

 貸借対照表計上額（千円） 

(1)子会社株式 11,050 

(2)関連会社株式 4,500 

(3)その他有価証券  

ＭＭＦ等 330,467 

非上場株式 11,446 



（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

デリバティブ取引はすべてヘッジ会計を適用しておりますので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

デリバティブ取引はすべてヘッジ会計を適用しておりますので、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

デリバティブ取引はすべてヘッジ会計を適用しておりますので、該当事項はありません。 



（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

当社の関係会社は、非連結子会社１社及び持分法非適用関連会社１社であるため記載すべき事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

当社の関係会社は、非連結子会社１社及び持分法非適用関連会社１社であるため記載すべき事項はありません。 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当社の関係会社は、非連結子会社１社及び持分法非適用関連会社１社であるため記載すべき事項はありません。 



（１株当たり情報） 

（注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
 （自 平成16年４月１日 
     至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
 （自 平成17年４月１日 
     至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
 （自 平成16年４月１日 
     至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 956円98銭

１株当たり中間純利益  6円27銭

１株当たり純資産額 994円77銭

１株当たり中間純利益   6円90銭

１株当たり純資産額 984円02銭

１株当たり当期純利益 22円99銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

中間（当期）純利益（千円） 52,808 58,012 211,051 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 17,600 

（うち利益処分による役員賞与金） (―)  (―)     (17,600)   

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
52,808 58,012 193,451 

期中平均株式数（千株） 8,416 8,407 8,414 



（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 



（2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第60期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月30日中国財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    

  平成16年12月10日  

マナック株式会社    

 代表取締役社長 藤原 正憲 殿  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 川﨑 洋文   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 近藤 敏博   印 

     

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているマナ

ック株式会社の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの第60期事業年度の中間会計期間（平成16年4月1日から平成16

年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、マナック株式会社の平成16年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16年4月1日か

ら平成16年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    

  平成17年12月9日  

マナック株式会社    

 代表取締役社長 藤原 正憲 殿  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 笠原 壽太郎  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 近藤 敏博   印 

     

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているマナ

ック株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第61期事業年度の中間会計期間（平成17年4月1日から平成17

年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、マナック株式会社の平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年4月1日か

ら平成17年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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